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会議の概要（委員からの主な意見）
（１）高知県（各市町村）の状況　
（事務局）

資料1-1～1-2に基づき説明

（委員）

　資料１－１のＰ５「刑法犯少年の推移」で、人口も減っているが、人数が１，０００人をピークに約７００人に減っているのは、何か有効な対策をしたのか教えて欲しい。
（事務局）

　この資料によると平成２２年の１，０３９人をピークにその後減少している。平成２５年については口頭で申し上げたが、警察の発表では５１８人に減っている。高知県はここ３年程ワーストワン、平成２５年６月から、「高知家の子ども見守りプラン」という教育委員会・県警本部・知事部局が連携をして、抜本的な改善を図るために取り組みを始めたところ。
（委員）

　同じ資料Ｐ６児童相談所における相談の種類別では、全国に比べて「障害」の相談がかなり多いという点がある。これは、発達障害が非常に増加しているということ。
もう一つ、資料１－２のＰ３「障害児保育の状況」で、中重度の障害児数は平成２０年度に２２８人、２４年度に３０７人で１．３倍程度増え、同年度で比べると、軽度障害児数は２０年度１３３人が、２４年度２６７人で５年間に２倍を超え、今後もこの状況で推移すると思う。この割合で増加していった場合、障害児を受け入れる施設、保育士数、そしてその専門性をどのように担保していくのかという問題がある。

また、障害児の専門的な療育をする場をどのように構えていくのかという問題もある。この会議の中で、発達障害児のための専門的な療育施設を、全県的にどこに、どのくらいの数を配置していくのかについても、検討し計画に盛り込んで欲しい。
（事務局）
　発達障害の診断等については、療育センターと医療センターがある。現在では医師等の増員により診察までの待機期間が随分短くなったが、それでも３～４カ月という状態。今後、その発達障害児に対するアフターフォローを、どのように進めていくかについて県議会でも議論になっている。全国的な問題でもあり、人と場所と大変難しい問題。
（委員）

　県内の診断施設は療育福祉センターと医療センターだけ。四万十市の方は、その度に高知市に来るという現状がある。高知県は東西に長いので、専門的な療育施設の配置について、全県的にバランスのいい配置をしていかないといけないと思う。
（事務局）

　高知ギルバーグ発達神経精神医学センターとして、スウェーデンのギルバーグ教授に来ていただいて、今１４名が研修に参加し人材育成を行っているが、なかなか追い付かない状態である。
　教育委員会としては、教員の発達障害に対する専門性を高める研修や大学院での研修を行い、人材を養成しているが、それでも全く足りないと思っている。
平成２６年度からは高知大学にもお世話になり、多くの人材を養成していきたいと考えている。この取組みは、まず学校で行うこととしている。保育所や幼稚園における支援体制については、特別支援学校が地域のセンター的機能の中で支援をしていくことにしているが、具体的にどこまでできるかの検討は、これからの課題だと考えている。
（委員）

　軽度の障害が非常に増え、色々な発達障害が出てきて従来の形ではなかなか対応できないと思う。事務局の話にもあったが、学校の特別支援学級の児童も増えている、最近は児童養護施設にも、発達障害等のある児童が入所していると聞く。重度の障害については施設があるが、幼児・児童の発達障害の受入施設は不足しているのではないかと思う。発達障害児の相談機能も併せ持つ受入施設が今後は必要。こういった施設についてどう考えるかについて、この会議で議論していただけたらありがたい。
（委員）

　今の意見の施設として考えられるのは、モデル事業としての早期療育教室。１歳半、３歳児健診の後、フォローアップの中でそういうケースが見つかり、そこからフォローする。就学前の子どもたちを対象とした早期療育教室を、子どもたちが通える範囲内にどう設置していくかが課題になる。
（事務局）
　現在の県の施策としては、未解消、未設置地区に養育機関を設置する空白地帯を埋めていくことに手を取られているような状態である。今年度の取組みとしては、乳幼児、幼稚園、保育、学校、中学校、高校と、その成長段階に応じてつながるノートという形で教育・福祉・医療・行政の関係機関と情報を共有しながら、その発達障害がどうなっていくか、ライフステージ間での確実な引き継ぎを行うという取組みを始めた。関係機関と連携し少しずつでも手を足せるところからサービスを提供していく。
（委員）

　保育士や教員が対応できる範囲には限界がある。通える範囲に早期療育施設もしくは療育の専門家を配置するというようなことが重要。
（事務局）

　地域で安心して拠点となる療育施設に相談しながら、在宅生活が送れる。専門的医療が必要になった場合にそこまで行くというのが理想の形だと思う。
（委員）

　福祉現場に居ても、同じことを感じる。資料１－２Ｐ３の「障害児保育の状況」では、障害児担当の保育士も増えているが、障害児の保育を担当する加配保育士のほとんどが正規職員ではない。障害児対応の研修を受け、加配保育士として何年か対応しても、その乳幼児が居なくなった時には保育士もいないという状況になる。障害児保育を進めていくうえで、専門性を持った職員の確保や処遇を考える必要性はあるのではないか。このことが、新制度に位置付けられるといいと思う。
（事務局）

　高知県では、保育士の正職員割合は５割を切っている状況であり、障害児の保育だけの問題ではない。この状態は、保育士の技能やキャリアアップしていくためには大きな問題がある。また、このことは、国の「子ども・子育て会議」の中でも大きな課題であるため、保育士の待遇を良くして、正職員数を増やしていかなければならない、そのためには多くの予算が必要という議論をしているところ。障害児保育は、多く出てくる事項であるが、全体としてもっと大きな問題があるというを認識している。
（委員）

幼稚園でも保育所と同じ問題をやっぱり抱えている。特に、幼稚園には加配という職員配置が決まっていない。昨年度、私立幼稚園で特別支援の必要な幼児数が４４人。障害児を持つ保護者で、子どもを教育機関へ入れることを望んでいる方も大勢いる。幼稚園でも研修などでスキルアップしているが、特別支援学校では障害児教育の免許が必要という状況と比べると専門的ではなく、十分ではない。この体制で、新制度の取組みの中で障害児を受け入れることが子どもたちにとって幸せなのかと考えると、大変難しい問題になる。療育体制を構築していかないと解決しないと思うが、幼稚園でもそんなことがあるということを知って欲しい。
　また、乳幼児期に病名をつけるのは非常に困難なことだと思うが、最近は、療育期間を長くするために
非常に早く判定をするようになり、特別支援が必要という判定された幼児が増えている。その中には発育
不全か障害かのサビ分けが難しい幼児もおり、ドクターによって随分見解が違うことがあり、専門性に疑
問を感じることもある。しかし、ドクターの意見が優先されるため、幼稚園における障害児への対応にお
いて非常に苦しい思いをしているという状況もある。
（委員）

　先ほど、障害児対応の保育士が正職員ではないため、その乳幼児が居なくなった時には対応した加配保育士保育士がいなくなってしまうという意見があったが、障害児の対応は加配保育士のみで行なうことではなく、保育所、幼稚園全体で対応する必要がある。今、福祉部門で、療育現場の専門職員が保育所、幼稚園等に訪問して障害児への対応について助言を行う保育所等訪問支援事業がある。そういった事業も利用しながら、保育所・幼稚園全体で障害児に対する共通の認識を持てばそのお子さんを受け入れた経験は無駄にはならないのではないかと思う。

また、資料では、障害児数の増え方に対して、障害児担当保育士数や受入保育所数の伸びは少ないのではないか思った。実例として、障害の診断時に「集団に入ったほうがいい」と言われ、保育の認定は受けたが、「加配保育士が居ないので入園を待って欲しい」と４～５カ月待ったという保護者もいる。私立保育園においては「加配保育士が置けないので、受け入れができない」と断わられたという方もいる。

高知県においては、現在、県や市町村の補助で一人の特別児童扶養手当を受けている障害児に加配保育士１名という形の運営をしてもらっているが、そういったことも含めて、また障害児対応ができる保育士をどのように増やしていくか、どのように処遇すれば障害児対応ができる保育士を切れ目なく配置できるのか、ということも議論して欲しい。

（２）国の子ども・子育て会議の状況報告　
（事務局）
資料2、3-1、3-2に基づき説明
（委員）
　資料３－２のＰ３の７番「ファミリー・サポート・センター事業」ですが、会員数が１００人以上というのは全国一律の基準ということか。この１００人というのは何か意味があるのか。
（事務局）

　１００人をもう少し下げてほしいという要望は、各都道府県においても行っている。国が補助金を出すに当っては、１００人規模以上のものにして欲しいという状況。（※国から会員要件を緩和する予定との連絡あり。委員に別途連絡）
（委員）

　資料３－１「保育の必要性の認定について」の資料に優先利用が記されていないのはなぜか。優先利用の項目等については、今後この会で改めて検討する機会が設けられるのか。
（事務局）

　簡潔にまとめたこの資料が国から提出されましたので、それを使って説明した。優先利用については、国の会議で検討されたものを報告をさせていただく。
（委員）

保育士不足は、現場では本当に厳しい状況であると感じている。認可外保育所では、保育士の処遇や待遇など大変厳しい状況にある。高知県には認可外保育所は多い。認可外保育を利用している乳幼児・保護者もすごく多いと思う。制度改正において「保育の質」を高めるということが、大変重要なことだと理念の中にも入っている。認可外保育所も保育の質を高めなければいけない。そこに通う子どもたちにも、行政の手が差し伸べられなければ、子どもたちの未来をきちんと育てることはできないと思う。
こういう状況の中で、「保育士の子どもを優先的に」という優先利用の項目があったのを確認し、子育て中の保育士も多いこともあり、保育士を確保するためには重要な事であると思っていた。
（事務局）

　国の検討では、そういう議論があったが、最終的には項目としては載ってない。優先利用については、最終的には市町村が定める事由になっている。
（委員）

　制度として利用できるものがあるということは保育士確保の面でも重要であるため、情報として発信を

して欲しい。認定こども園への移行時にも県や市町村による情報発信が十分ではなく、利用する保護者に対して、園の方でほとんど説明した。

新制度実施にあたっては、支援が拡充され、働きやすい環境が整うということを、きちんと情報発信をしていただきたい。このことは、保育士を確保する上でも重要なこと。市町村の定める事由ということにせず、明文化するなどわかりやすい形で示して欲しい。
（事務局）
　保育の必要性の認定の優先利用の項目としては、国の「子ども・子育て会議」で議論になり、最終的にその文言を明記しないということにはなった。実質的には、委員の意見を含んで市町村長が判断するということになった。その会議での議論での趣旨は、市町村に情報提供するようにする。
　保育の必要性の認定の優先利用は９項目。例えば、一人親家庭の方、生活保護者の方、ＤＶの方、そういった方を優先利用としている。保育士の確保のためには、保育士、幼稚園教諭を優先利用で項目として入れるべきではないかという意見は多く出ていたが、最終的には９項目には入らず、「その他市町村が定める事由」の中で、「市町村の判断により人員確保、育成や就業継続による全体のメリット等の観点から、幼稚園教諭、保育教諭、保育士の子どもの利用に当って、配慮することも考えられる」と明文化をされており、この資料は市町村には配布し、説明している。
　県の「子ども・子育て支援会議」の中でそういう意見が出たことについて、市町村に情報提供する。
（委員）

　市町村に優先利用としてくださいと言っていただいたほうがいいのではないか思う。

　一時預かり事業については、新制度への移行にあたり保育所では、基幹型加算から余裕活用型に変更する必要があり、現状のままではできないということか。

（事務局）

　現在の保育所を利用してない子どもをお預かりするという一時預かりは、そのまま継続になる。
（委員）

　子育て短期支援事業の中のショートステイ事業とトワイライトステイ事業の利用率はどれくらいか。
（事務局）

　資料１－２のＰ５に、「４ 地域子ども・子育て支援事業の実績」の中の表の中央に「子育て短期支援事業」があり、ショートステイ・トワイライトステイを掲載している。
（３）　高知県子ども・子育て支援事業支援計画について　
（事務局）

資料4、5-1、5-2に基づき説明
（委員）

資料５－１の第４章の３の「（２）県が行う必要な支援に関する事項」として、「幼稚園教諭と保育士の合同研修に対する支援等の事項」とあるが、現在こういった研修の実施状況について教えて欲しい。
（事務局）

　県では、平成１５年に幼保の窓口を一本化し、全国に先駆けて、保育士、幼稚園教諭の研修も教育センターに一本化をしている。県では市町村に対して一体的に研修案内を出し、研修を受けていただいている。省庁の違いがあり、学校教育法の対象となる幼稚園の教諭については、初任者研修、１０年研修のような悉皆研修があり、研修の義務等もある。しかし、保育士は市町村職員であり、市町村が主体的に研修を行うということになるが、小規模の市町村が個別に実施するのは難しいという状況がある。小学校へつないでいくため、県が支援すべき事項であるとの考えの基に、平成１５年当初は学校教員のように１年、５年、１０年、１５年というような形で育てていく年次による研修を組んでいた。
しかし、保育所等の場合、現場を空けにくい等の状況があり、今年度から、採用の年数等の短い若年の方を対象とした初期ステージ、これから園の中核となっていくミドルステージ、そして園長の３ステージで、それぞれの職域に応じた形で研修を実施している。
　それ以外で行っているのは課題研修。例えば、障害児の問題であれば、その課題をどうしていくのか、幼小の接続をどうするかなどについて研修を行う。個々の事案に対する研修も、広く保育所、幼稚園、認定こども園の区分に関係なく募集を行い、参加をいただいている状況。参加募集は市町村を通じて依頼し、計画的に進めていくことをお願いしているが、園の実情によって、参加には濃淡があるというのが現状。
（委員）

　研修は、年度当初から計画的に組んでくれているので参加はしやすいが、保育所の場合、定期的に特定の職員を研修に参加させることは勤務体制が絡んでくるため困難。研修内容に応じて、参加が必要な場合は任意的に参加させている。
（委員）

　「質の保障」でいうと、悉皆的な研修が必要。保育士等の個人で差があるのは問題がある。一定の年次に行う悉皆的な研修は、教員と同じように必要だと思う。
（委員）

　学校であれば、夏休みなどの長期休暇中に研修を実施していると思うが、保育所は夏休みなどの長期休暇がない。

（事務局）
　県の教育センターでは、幼稚園、保育所の団体の方、保育士、幼保支援課の職員、市町村など関係者による研修にかかる運営会を年に数回行っている。その会の中で、実情に合わせたベストな研修の在り方について検討し、翌年の研修に反映させている。また、参加自治体等にも情報開示しながら行っている。
現在は、出てきていただく集合研修と、出向いて行く研修・園内研修支援の２つの形で行っている。園内研修支援は、県の指導主事、あるいは県が委嘱しているアドバイザーが園の要請に応じて、園に出向き、実際に子どもたちの保育を見て、より良い保育などについて園内で検討するという研修支援という制度。
　また、特別支援の子どもについては、特別支援教育課と連携し、依頼に応じて様々な専門家が集まり、その子どもを観察し、日々どういうふうに保育をしていくのかという指導、助言を行うなどの制度もある。
　今回の新制度への移行・実施については、財源は消費税、１兆円程度が必要。量の拡充と質の改善を図
ることについて、国が制度設定して配分を作るとは思うが、都会では待機児童の解消に向けての量の拡充・
確保、高知県のような地域では質の改善が必要である。
地公体の中でも都会型と田舎型では、両者の希望が微妙に違ってくるような形にはなっている。皆様からの意見にもあるように、研修体制を充実することにより質の改善を行い、レベルアップしていくことに重点的に予算を配分して欲しいと思っているし、質の改善を図る取り組みとして研修制度の充実は必要だと思う。
　一方で、経営者側としては、職員の質を上げてサービスの水準を上げたいということになるが、その間の職員確保をどうするかという問題がある。資料５－１の第４章（２）合同研修に対する支援等の事項として県が積極的に関わることについて、県計画に盛り込むことになっている。国における予算がどのような配分となるのかは分からないが、こういった取組みをするための準備が進んでいると思う。

（委員）

　保育所では、勤務のローテーションを組んで最低１１時間開けている。何かが起これば、そのローテーションが崩れ、職員同士でカバーし合わないといけない状況になり、研修には参加しにくい。幼稚園は何か研修があるのではないか。
（委員）
　公立幼稚園の幼稚園教諭には初任者研修、悉皆研修があるが、私立幼稚園に悉皆研修はない。あるのは、教員の１０年の免許更新講習のみ。

この会議でも、教育とサービスという言葉が非常に出ている。公立、私立、認可外の全てが一つになって、今後、研修の構築を求めていかなければならない。
　幼稚園は基本的には満３歳児からの受入。幼稚園では、満３歳も含めて、３歳児以上の研修は県の機関や国公立の会、私立幼稚園の会、それぞれの自団体、連携する全国の会など、研修の機会はたくさんある。その研修に参加し、伝達講習等を園内で実施している。また、県教育委員会実施の出向いて行く研修・園内研修支援なども利用している。

幼稚園において、０、１、２歳の教育力を構築するための研修と、特別支援教育、発達障害を含めた障害の研修を進めていきたい。応諾義務という形で施設型給付に入った場合、障害児の受け入れをしなければならない。加配を含めた体制や、肢体の不自由の子どもに適応した施設等がない。ハードもソフトも揃っていない状態で全てを受け入れるということは、その子どもの最善の利益が実現されるのかという問題がある。幼稚園には、配置基準がなく、１クラス３５名というクラス定員しかない。
新制度の移行に向けて、今、市町村は大変だと思う。全てのことが出てきてない。制度の周知も十分ではなく、限られた短時間でこの制度を施行しなければいけないという大きな問題がある。このため、制度の開始当初には問題点があると思うが、先を見据えた５年間の計画の中で、どのような目標を持った計画にするのか、その中で特に研修計画は重要なことだと思う。
保幼小の連携、小学校への接続方法についても、それぞれの現場の課題等も踏まえたうえで、教育サービスが一つになるような形で考えることが必要。

また、高知県の問題として、中核市との関わり方がある。高知県として一つのつながりとしていけるように新制度においても取り組んで欲しい。
　この新制度は、基本指針が表れている制度になっているのか。継ぎ足しのような複雑な制度設計になっているように思う。
　余計なことを言うと短時間勤務が４８時間から６４時間。月４８時間働くということは、日に２時間働けば、保育の必要性があることになる。そうすると、ほとんどの子どもが保育の必要な子になり、財源がいくらあっても足りないと思う。また、２時間の勤務で８時間の保育を利用ができる。保護者が子育ての第一義的な責任者、全ての子どもに最善の利益と言いながら、この新制度でそこまで必要なのかと思う。
　保育所では月に１回、衛生管理のためお弁当の日がある。お弁当は、子どもたちの家庭の教育力・子育て力を発信する。ママ弁を開いたときの子どもたちの嬉しそうな顔。そういうことが子どもたちの幸せにつながっていく第一歩じゃないかと思う。保育時間が１１時間、子どもの睡眠時間が１０時間、残りが家庭で過ごす時間が何時間。そんなことで、質の高い家庭をつくっていくことができるのかというふうなことも国にお願いしたいこと。
（委員）
　国において新制度はほぼ決まってきている。制度の矛盾点は多いが、その中で、高知県の子どもたちの幸せを考え、先へ進んでいかなければならないと思う。幼稚園、保育所、認定こども園も一緒になって、県としてこの制度をどう進めていくか、それがこの会の役割かと思う。
（委員）
　平日に研修に参加することは、認可外保育施設にとっては非常に厳しい。市町村においては、参加しやすいよう日曜日に研修を実施してくれているが、当園の保育士も過半数が子育て世代。日曜日に研修に参加しても、平日の保育を休むことができないため、休日がないまま２週間働くこともある。ワーク・ライフ・バランスができていない。研修費も必要であるが、市町村から助成も出ていない。質は高めるためには研修は重要だが、認可外施設にとってはこういう厳しい状況がある。新制度移行に伴い、保育士の研修の在り方を検討するときには、このことも含めて考えて欲しい。
（委員）
　新制度の施設給付には、認可外の施設も、入ってくるのではないか。
（事務局）

　認可外保育施設は、基本的には給付の中には入らず。給付の中に入るのは、先ほど言いました認定こども園と幼稚園と保育所のみ。
（委員）

　地方裁量型と言いましても、枠組みは認可外。給付の対象にはなる。
（委員）

　私立幼稚園は入らない。
（事務局）

　私立幼稚園は意思表示があれば、入らないこともできる。
（委員）

　研修については、市町村や園ごとに温度差があるかと思う。幼保支援課が実情を理解し、出向いて行く園内研修支援など積極的に行ってくれている。この研修がより広く周知され、軌道に乗り、仕組みづくりが充実してくれば、研修についてはクリアできるかなという期待感がある。
法の「基本的理念」として、「保護者が子育ての第一義的責任者」とあるのはすごく嬉しい。このことを私たちが理解し、一番理解していただきたいのは保護者でもある。保護者に対して、国も県も市も子どもを大事にし、子どもは大事な宝であることを周知し、保護者が保護者として育つというような仕組み、例えば、県の親育ち支援事業というような形で保護者に返っていくような仕組みが充実すれば良いと思う。

（委員）

　資料１－１のＰ６「児童虐待相談件数」で県内の子どもの人口が年々減少する中で、児童虐待の件数が高まっているこの理由や原因が何かということを教えて欲しい。（※委員に別途連絡）
　また、資料３－１のＰ１の「保育の必要性の認定について」で、「虐待やＤＶの恐れがあること」と表記があるが、これについての判断する基準は非常に曖昧で難しいと思う。乳幼児時期の保健師の訪問事業は、４カ月までに行ってくれているが、できれば１歳、２歳の年ごとにも継続して訪問してもらえる制度があれば、母親の状況などについてより把握ができるのではないかと、思う。私のやっている子育て支援サークルでも、参加するお母さんはまだ元気だが、参加できないお母さんがたくさん居て、そのお母さんが育児放棄になったりネグレクトや虐待があるという現状を耳にする。

この新制度の中で、「虐待やＤＶの恐れがあること」という項目が増えるのであれば、事前に阻止できるようなものが一つできればいいなと思っている。
（委員）

　第１回の会議は、仕事の都合で出席できなかったが、連合高知を代表して、労働者という立場で参加させてもらっている。現在、国では、女性の活躍推進やワーク・ライフ・バランスの推進について、力を入れていると思うが、連合でも男女平等、ワーク・ライフ・バランスについても、微力ながらみんなと一緒に運動している。子育ては、ワーク・ライフ・バランスや女性の労働など全てが関連してくる。私自身も３人の子どもの子育て中の労働者であるが、保育士も自分の子どもを育てながら保育士の仕事をしている労働者。シフト勤務、土曜日、日曜日、祝祭日、早朝、夜間の保育についても、必要としている労働者がいるということを分かっていただきたい。また、その労働者がいることで、その労働者の子どもを保育する保育士の労働時間が、土日・祝祭日、早朝、深夜になるという相互の問題点があると、本日の会に参加して感じた。
（委員）

　幼稚園に通っている息子の保護者の立場として、この短い期間の中で、色々な選択肢の中で、子どものために最善の選択ができるのか疑問に思っている。制度のことを聞いていると、子育て手当のような感じがして、続いていくものかどうかも分からない。給付制度において、どれが得するかという親の勝手な観点で選択するということになると、本来の制度の趣旨から外れてくる。平成２７年にスタートと言われても、この制度を保護者がきちんと理解することができるのか疑問に思っている。
（委員）
　地域型保育事業について、国の「子ども・子育て会議」の中でも、障害児の保育の受け入れ枠の推進について検討されていたと思う。例えば、居宅訪問型保育の場合、特に重症心身障害児の子どもは家庭内での保育をしてもらえるのであれば、利用を考えるお母さんもいると思う。

重症心身障害児については、全国的に超未熟児で出産されたお子さんが、ＮＩＣＵ、医療の発達によって助かる確率が増え、段々増えてきている。高知県においても同じ状況であり、早期療育を行うこと、また、同年代の子ども同士で触れ合うことや、肢体不自由部分については体を動かす訓練をすることによって、非常に良い発達を見せるということを聞いた。
　早期療育については、医療型の発達支援事業の中でも行われることだと思うが、一方で同年代の子どもとの触れ合いたいというニーズや、お母さんが働きたいというニーズがある場合には規模の地域型保育事業、居宅訪問型の保育の利用を考える保護者もいるかもしれない。
私は発達障害児、知的障害児の親なので、重身、視覚障害、聴覚障害の子どもさんを持つお母さんのニーズはその当事者に聞かないと分からない。多様な障害種の小さい子どもさんをお持ちのお母さんに対してヒアリングを行っていただき、それをまとめた上で、障害福祉計画に載せる部分、子育て支援計画に載せる部分のさび分けをして欲しい。私も障害児の親としてここでは一人。ほかの障害種を代表して発言はできないので、その辺りの対応をお願いしたい。

（委員）
　子育てをしながら共働きをする時、自分の経験とか周りの話を聞くと、おじいちゃんおばあちゃんに協力してもらえるかどうかでかなり違う。おじいちゃんおばあちゃんが居ない、近くに居ないという場合も多いと思う。そういう場合、地域の人々を巻き込んでいく。この新制度の枠組みの中にも、「国民」の「理解、協力」とある。おじいちゃんおばあちゃんの役割をしてもらえる人を巻き込んで、子育てを支援してもらえると、保育園に預けたが迎えの時間に間に合わない。子どもが体調を崩したが仕事を休めない時など、誰か代わりをしてもらうためにこのファミリー・サポート・センター事業があればいいと思う。現在、高知市でしか実施されてないということだが、国の基準が改善できて、他の市町村でも活用できればいいと思う。
（委員）

　地域型保育事業について、中山間地域と少し大きな町の両方が入った区域設定になっていくかと思う。その場合、子ども・子育てにおいて、中山間地域が持つ課題と、町の持つ課題は異なってくると思う。ここに出てくるこういう小規模の事業は、中山間地域では非常に役立つ制度だと思う。この区域設定を行う場合、区域で平均取る、まとめると分からなくなるので、区域の中でも中山間地域と町を分けた統計の取り方をしてもらえると、判断がしやすくなると思う。

　支援計画については、質の向上に向けて研修に重点を置いていただきたい。研修に参加しにくいという現状をどう乗り越えて行くのか。学校教職員の場合はある一定期間の研修に参加できている。学校においてできていることを、保育所等においてもできるよう、制度設計をしっかり行い、そこに対する財政的な支援を行うのが、県の役割ではないかと思う。
（委員）

資料５－２についての意見。１については、いくつか例として出されている。この例の中で言えば、東部、中部、西部。高知市は中核市なので、プラス高知市というような考え方も成り立つのではないか。そういうやり方もあるのかなと思っている。
　その下の２については、市町村計画の積み上げとあるので、市町村の積み上げによって判断するというふうに考えられるのだと思う。

　次頁の３については、認定こども園の移行の見込数、普及への基本的な考え方というのは、移行の見込数が私達には分からない。また、認定こども園への移行については、法人がある程度考えないといけないことだと思う。
　４については、地域型保育事業の中に出てきているように、小規模保育事業Ａ型、Ｂ型、Ｃ型がある。この中のＢ型では保育士が１/２以上、Ｃ型では家庭的保育者となっている。そういう人たちも含めての研修体制というのは、必要なのかなというふうには思う。
　保幼小の連携については大変重要なこと。保育所も幼稚園も、小学校へ進むときには保育要録を付けている。それだけではなく、保幼小の連携を進めていく上で一番大事なものは何かということを考えていかなければならない。例えば、虐待やＤＶなどが疑わしい家庭の子ども、障害のある子どもなど、就学前からの連携を行うことは大変重要なことだと思う。

　それから、保育士や幼稚園教諭の質の向上。自分たちが子どもを見ていく上で、子どもたちを正しく支援ができるということが質の一つの大きな形だろうと思う。そのためには研修は必要で。集合研修だけではなく、園内研修も必要だと思う。

　保育士、幼稚園教諭についても、雇用しにくいという状況がある。潜在保育士を掘り起こして活用していくという事業を、県として取組んでもらっている。掘り起して活用が進めば違ってくるのかなと思う。
（委員）

　資料３－２のＰ２「地域子ども・子育て支援事業の概要について」で、今現状の保護者を取り巻く環境の中で、これだけの事業を県が押し進めていく必要があるということに驚いた。先ほどの意見にもあったが、資料３－１のＰ１にある保育の必要性の事由として「⑧虐待やＤＶの恐れがある」ということが上がっている以上は、それに対応した支援事業が盛り込まれてもいいのではないかと感じた。
　今日の会議での一番の問題点として、保育士の確保、保育士の質の向上が具体的に上がった。難しいなと思うが、支援会議で審議した計画の結果として何％資質向上したという数値が出てくれば意義があると思う。今後とも努力をよろしくお願いしたい。
（委員）

　基本指針で「子育ての第一義責任者が保護者にある」と記され、少子化対策として今までこぼれ落ちていたところにも手が行き届く制度で、保育者にはいい方向に来ている制度だとは思う。しかし、親が育つためには子どもと居る時間が大切である。行政の行う制度は困っているところへ手を差し伸べるためだというのは分かっているが、親子の時間をこれ以上奪わないよう、適切な制度利用ができるよう取り組んで欲しい。また、新制度の執行にあたっては、行政として責任を持った指導をすべきだと感じている。
（委員）

　子ども・子育てについては、金を生まない分野であり、金を持ち出す部分であるということを認識して欲しい。そして、結果はすぐに出ない。投資的な意味合いが非常に大きな事業である。
　新制度を進めていく場合、全てを直そうとすると、何もしないのと同じになる。どこかを集中的に進めながら、その取組みの中で連鎖してうまく回してくということが必要。それが研修かなと思う。
　そして制度の周知は重要。支援があっても内容が分からないのでは困る。制度には必ずメリット、デメリットがある。それを十分に周知するようにして欲しい。

また、家庭はどんな子育てをしたいのかについて、啓発していくということは重要。親の都合や社会の都合に合わせてやってはいけないと危惧している。

（委員）

　国公立幼稚園としても、幼保支援課の指導を受けながら、学力や体力や規範意識などに日々取り組んでいる。国公立でもこども園が５園あり、０歳から５歳までを教育している。子どもの幸せのためにどんなことを体験させるのか、学校教育の始まりとしてどういう教育内容がいいのか考えながら取り組んでいる。

また、保育士の確保がうまく行って欲しい。ワーク・ライフ・バランスの取組として親の残業が減り、子どもとの触れ合いの時間が取れるようになればいい。そういうような思いがしている。
（４）今後のスケジュール　
（事務局）

資料6-1、6-2により説明
質疑・意見なし。
第２回高知県子ども・子育て支援会議の概要
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